












いる。このようなことか ら、国や地方自治体のみではなく、家庭 ・学校 ・地域全体が、















親の子育 て意識 と子 育て支援(丹 生美惠 子)
1.親 の子育て意識 肯定感 ・否定感
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驪 楽 しいと感じることの方が多い




図1子 育てを楽 しいと感 じることが多いか
資料出所:「 国民生活に関する世論調査」2002年6月 調査 内閣府大臣官房政府広報室
1.「 自分にとって、子育てを楽しいと感じることが多いと思 うか、それとも辛いと感 じること
が多いと思 うか」 という質問に対 し、「楽しいと感じることの方が多い」 と答えた人は、総
数42.9%の うち、女性44.7%、 男性40.8%で 、肯定感の方が否定感を上回っている。 しか しな
が ら、この調査の3年 前である1999年 に行われた調査では、肯定感の総数は54.9%で あ り、
3年 間で12ポ イントも減っている。
2.「 楽しいと感 じることと辛いと感じることが同じくらい」の総数は38.6%で 、「辛い と感 じる
ことの方が多い」の総数6.5%を 合わせると45.1%と なり、「楽 しいと感じることの方が多い」
の総数42.9%を 上回っている。 しか し、この大変さには、たとえば、親の手が最も必要な乳
幼児期や子どもの自我形成の時期である反抗期などといったように、子 どもの年齢的発達
段階などにも左右されると思われる。
3.「 辛いと感 じることの方が多い」は、総数6.5%で 、女性6.4%、 男性6.6%と いう割合であっ
た。 この調査では、明確な人数の記載はなかったが、調査総数7247人 に対して6.5%と する
と、約470人 もの人達が 「辛いと感じることの方が多い」 と答えていることになり、辛さの
原因を追求 し、支援策を思案する必要性がある。
さらに、『子供 と家族に関する国際比較調査報告書(1)』(以下国際比較調査 と記す)に よ
るアメリカ、韓国、 日本での親の子育てへの肯定感 ・否定感の国際的な比較では、 アメリ




れなかった。 しか しなが ら、アメリカの場合、日本や韓国よりも人種、宗教、民族が多 く、
文化差や階級差も大きい。それらも親の意識に影響するもの として考慮 しなければならな




次の図2は 、子育ての大変さに対 し、「子育てについてどんな点が辛いのか」 ということを親
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図2子 育 て の 辛 さ
「楽 しい と感 じるこ とと辛 い と感 じるこ とが同 じくらい」、「辛 い と感 じることの方が多い」
と答 えた者 に、複数回答
資料 出所:「 国民生活 に関する世論調査」2002年6月 調査 内閣府大 臣官房政府広報室












2003(平 成15)年 に離婚 した人は、「283,906組で1分51秒 に1組(2)」 である。この離婚 にとも
ない一人親世帯、特に母子家庭のもとで養育される子ども達の数も急増 している。
厚生労働省は、「親権を行 う子どものいる夫妻で、 どちらが子 どもを引き取るかをみると、子
どもの数にかかわらず、妻が引き取る割合が多い(3)」ということを示 した。 しか し、母子家庭
では、女性の労働賃金の低さが主な原因で、母子が安定 した自立生活を送ることが困難な世帯
も少なくなく、そうした社会状況の変化も親の意識を変化させる一つの因子であろう。
図2の 「子育ての辛さ」では、「子 どもの相手は体力や根気がいる」は、次に多 く、「自分の
自由な時間がなくなる」 とともに、個人的課題が辛さの上位 を占めている。性別、年齢別によ
る比較では、高江氏 による興味深い報告がある。「女性の20～29歳 では 『自分の自由な時間が
なくなること』 と回答 した人が56.5%と 最も多 くなっています。この年代の女性は母親予備軍や
子育て中が混在 している層です。次に女性の30～39歳 では、『子 どもの相手は体力や根気がい
ること』が56.5%と 辛さの トップになっています。 この層は子育て期にある人が多数です(4)」※











もの将来の教育にお金がかかる」などの経済的なことは、社会的なこととも関連 してお り 「子








(2001年)で は、乳幼児の世話をしたことが 「なかった」母親は、1981年 の39。3%か ら2000年 に
は64.4%と 増加 している。そして、乳幼児の世話 をしたことが 「なかった」 と 「少 しあった」
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を合わせると1981年 は76.3%、2000年 には88.1%と 高値 を示してお り、社会の少子化 とともに、
自分の子 どもを持つまでの子 どもとの接触経験や育児経験が不足 している者が増えているとい
う状況が判断で きる。
また、加藤曜子が同年実施 した調査(8)で、「育児でイライラすることは多いか」の質問の回答
では、1981年 の10.8%よ り2000年 には30.1%と 約3倍 弱 も上昇してお り、「育児でイライラする




がないうえに、子 どもとの接触経験や育児経験が不足 しているため、「子 どもとの接 し方がわか
らない」 という親の意識 も理解できる。それに、近年の情報化 は、良い解決策がないまま子ど
もの問題 をとりあげる情報過多傾向にあ り、子育てを不安にする恐れがある。また、分厚い育
児書を買っても 「自分の自由な時間がな くなること」 という回答が31.0%と いうことから、時間
をかけて読める人も少ないかも知れない。そのため、子 どもに不慣れなだけでなく現実場面で
実際に役立つ知識や情報が不足 しているのではないかと推測 される。それ らは、育児中の母親
のス トレスを高め、親のみでな く子 どもにもさまざまな悪影響をもたらすことが考えられる。
しか しながら、現実的には、すべての子 どもに適用できる子育ての方法論はなく、子 どもは、
一人ひとり違うので、子育ては、 日常の経験の中で、親は子 どもの成長を通 して学んでいくこ
とが多い。だから、子 どもの接 し方がわからないのは、率直な意見かも知れない。けれども、
過去における子育ては、家族や地域の支援 をうけて、試行錯誤 しなが ら、経験 を積み重ね、
数々の体験や困難を克服 して、子 どもとともに成長するものであったが、過去 と比較 して、現
代は、少子化社会という課題のみでなく、家族 と地域の関係が希薄化 しているうえ、親の多様









ものとしては、表1の 、「子育ては、つ らく、苦労が多い」 という問いに対 して、就業状況によ




較すると、共働 き家族全体も専業主婦 もAの 方がやや高い。そのうち、特に両親常勤の場合は、
就業別状況の中で 「とてもそう思う」は一番少ないが、Aの 比率は、一番高い。 しか しながら、
母非常勤 ・父常勤の場合のみがBの 方が上回っている。
表1「 子育ては、つらく、苦労が多い」(母親の回答)
とてもそう思う ややそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない
共働き家族全体 11.7 43.2 32.8 11.7
母常勤 ・父常勤 9.5 52.4 31.0 7.1
母非常勤 ・父常勤 13.4 33 37.1 14.4
その他の共働き 11.8 44.9 30.9 12.5
専業主婦 10.6 39.9 34.6 12.0
「子育ては、つ らく、苦労が多い」 の母親 の就業状況別分布
資料出所:総 務庁青少 年対 策本部 『子供 と家族 に関す る国際比較調査』(1996年)
次の表2の 「子育ては、楽 しみや生 きがいである」の回答は、C厂 とてもそう思う」、「やや
そ う思う」 と合わせた ものと、D「 あまりそう思わない」、「全 くそう思わない」を合わせたも
のとを比較すると、いずれの就業状況 も圧倒的にCの 方が多い。
表2「 子育ては、楽しみや生きがいである」(母親の回答)
とてもそう思 う ややそう思 う あまりそう思わない 全くそう思わない
共働き家族全体 44.2 42.3 12.0 1.3
母常勤 ・父常勤 51.2 38.1 10.7 一
母非常勤 ・父常勤 40.2 47.4 10.3 1.0
その他の共働き 42.6 41.2 14.0 2.2
専業主婦 41.3 46.6 8.7 0.5
「子育て は、楽 しみや生 きがいである」 の母 親の就業状 況別分布









しか し、表1の 子育ての否定意識に対 しては、 日本人の場合 「ややそう思う」、「あまりそう思
わない」などの中間的な回答が集中している傾向にある。また、表2の 「子育ては、楽 しみや
生きがいである」に対 して、「全 くそう思わない」という子育ての否定意識 については、少数な
がらやや共働 き家族全体の方が専業主婦を上回っているが、両親常勤の場合は 「一」で、両親
の就業形態によっても異なっている。この調査結果を見る限 り、必ず しも 「共働 きだから」「専
業主婦だから」と明確に判断できる結果になっているとは言い難く、子育ての意識については、
職場環境や家庭内での夫の協力度など、子育て支援の有無が左右するものと考えられる。
しか しなが ら、表2の 「子育ては、楽 しみや生きがいである」に対 して、共働 き家族全体の
母親の方が、「あまりそ う思わない」 も 「全 くそう思わない」(両 親共働 きは 「一」だが)も 専
業主婦よりやや高 く、職場の条件や環境、そして育児支援が十分整っているとは言い難い。









図3子 育 て をす る仲 間 はい ます か(複 数 回答)





1.図3で は 「自分一人で子育てをしている」 と回答 した母親は、18.2%も いる。閉塞的な子
育ては、親へ過大なス トレスがかかるのみではなく、虐待につながることも考えられ、子 ど





た日常があるとの調査報告(複 数回答、1000人 、2001年 調査)(9)」もあ り、子育て中の母親
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育児分担 を男女とも希望 しているが、現実的には、女性の方に育児分担の比重が高 く、希望
通 リの育児参加 は行われていない方が多い。父親が子育てへの関わりが十分でない理 由は、
「『仕事が忙 しすぎる』 とするものが、父親で72.5%、 母親か らの評価で58.6%と それぞれが
あげる理由の中で最 も多い(10)」。 しか しなが ら、UFJ総 合研究所の調査では、「『父親が休 日
に子 どもと過ごす時間』が長いほど、母親の悩みが軽減 され、生活の満足度 も向上す る傾向




3.図3の 、「父母や義父母にも助け られて子育てをしている」 は、1995年52.7%か ら2000年
60.9%と 少 しだが伸びている。経験豊富で、安心、信頼できる人に支援 してもらえるのは、
非常に心強いと思う。 しか し、核家族化のなか、約半数弱は父母や義父母の支援は得 られて
いない。その理由はさまざまだと思 うが、育児支援の低 さは育児負担、ひいては育児不安に
もつながる恐れもあり、強 く、長期 にわたる育児不安は、児童虐待発生のリスクを高めるな
ど深刻な問題を引 き起こすことも考えられるし、 また、発育途上である子 どもに影響 を及ぼ
し、思春期の問題行動など長期的な問題の引き金となるということも秘めている。
4.厂 友人や保母さんたちにも助 けられて子育てをしている」は1995年 の27.4%よ り2000年 には
35.8%に 伸びていて、地域の保育所などによる社会的な子育て支援が効果を発揮 しつつある
と考えられる。




また、社団法人日本保健協会が2001(平 成13)年 に 「平成12年 度幼児健康度調査報告(12)」で、
1カ 月、3～4カ月、9～10カ月、1歳6カ 月、3歳 頃と、子どもの年齢 を設定 して、育児中の母
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親に行った調査では、「子育てに困難を感 じることがあ りますか」 という質問に対 して、回答者
6875人(100.0%)中 、「はい」 と答えた人が2296人(33.4%)、 「いいえ」が2733人(39.8%)、
「何 ともいえない」が1785人(26.0%)、 不明が61人(0.9%)だ った。
この結果からも、子育てに対 して、困難や不安 を抱えながら育児をしている人は、決 して少
ないとは言えない。この質問の目的は、母親の子育ての状況や精神状態、場合 によっては虐待
の有無を判断したいという意図があることを示唆 している。平山らの報告から 「1カ月頃では、
母親の抑 うつ状態が育児困難を生 じさせることも多いためである。3-4カ 月頃も、1カ 月頃 と
同様な育児困難の原因が認められ、時には虐待につながる危険性が多いと考えられる。それ以
降の年月齢では、やはり虐待へつながる要素 として、育児における困難さをチェックしてお く
ことが必要である(13)」。この報告で、注 目すべきところは、妊娠 ・出産 ・産褥 という周産期は
「母親の気分の障害が生じやすく、マタニティブルーズや産後うつ病等が発症 しやすい時期であ
る。発症要因としては身体 ・生物学的要因とともに家族関係や子育てにかかる支援の欠如など








乳幼児健診に来ない親について、北九州市 と東大の研究チームが、2001(平 成13)年 度に北九
州市の1歳 半健診の子どもの親を、受診者 と未受診者をそれぞれ200人 無作為に選んでアンケー








また、最近、親の精神的脆弱性 も指摘 されているが、そうしたことも、子育ての辛さに関連 し
ているのではないか と思われる。精神的に脆弱な場合、同じス トレスが加わっても、ス トレス




る。この 「脆弱性」は、その人の病気へのなりやすさを示 し、 これは、その人の生まれ持った
素質(先 天的な要素)と 学習 ・訓練などの出生後の能力やス トレスへの対応力(後 天的な要素)
が関連すると言われている。
さらに、近年増加 している児童虐待や家庭機能不全などの親の養育態度が、子 どもの心に傷
(トラウマ)を つけ、PTSDを 発症 させ、その子 どもの精神 ・身体 ・社会面に障害をもた らすの




2.家 庭 の教育力の低 下
国立教育政策研究所が行った 「家庭の教育力再生に関する調査研究(16)」(2002)で は、最近
の家庭の教育力の低下に関しては、「全 くそのとうりだと思う」が、25～34歳11.5%、35～44歳
18.4%、45～54歳19.6%で 、年齢層が高 くなるに従い、最近の家庭の教育力が低下 したと感 じ
ている。
そ して、どの年齢層も6項 目の回答のうち、「ある程度そう思 う」という回答が最も多かった。
その割合 は、25～34歳43.1%、35～44歳48.0%、45～54歳52.3%で あ り、「全 くそのとお りだと
思 う」 と 「ある程度そう思う」を合わせると、最近の家庭の教育力が低下 していると思ってい
る人が過半数を占める。反対 に 「あまりそ うは思わない」 は、25～34歳10.9%、35～44歳
11.0%、45～54歳10.1%で 、全体か らすると、どの年齢層も占める割合は少なく、「全 くそ うは
思わない」は、25～34歳1.3%、35～44歳1.4%、45～54歳1.5%で 、6項 目の回答中最も少なか
った。また、「どちらともいえない」と回答 した人は、25～34歳27.6%、35～44歳19.1%、45～
54歳14.1%で 、若い年齢層の回答者に占める割合が多 く、この調査では、高年齢層の多 くは、
最近の家庭の教育力は低下していると感 じ、若い年齢層は、家庭の教育力のみが低下している
とは感 じていない。
次の図4は 、上記の家庭の教育力の低下について、その理由を調査 したものである。子 ども
に対 して、厂過保護、甘やか しすぎや過干渉な親の増加」が66.7%、 「テレビ、映画、雑誌などが
子 どもに及ぼしている悪い影響」50.5%、 「子 どもに対するしつけや教育の仕方がわからない親
の増加」47.1%、 「子 どもに対するしつけや教育に無関心な親の増加」44.4%、 「学校や塾など外
部の教育機関に対するしつけや教育の依存」44.2%が 上位にあった。
この調査によると、最近の家庭の教育力の低下の大きな原因は、家庭における親による子 ど




























緒 ・感情などへの影響、ダイエットや親の仕事の都合などで、朝食や食事 を抜 く子の脳や身体
への影響(血 糖値の低下による障害)、 そして、運動不足の上カロリーだけが多 く栄養が少ない
食事を多 く摂ることなどにより、子 どもの生活習慣病罹患への恐れなども指摘 されている。ま
た、冷凍食品なども多 く販売 され、電子 レンジで保温するものが 日常的になり、便利ではある
が栄養物を破壊 してしまうおそれもある。
また、このような、規則正 しい食習慣が身についていない子 どもは、家庭において、夜更か
しや 日常の生活習慣 も不規則 となっているという指摘もある。
国際比較調査では、子 どものしつけや教育に関する悩みや不安について、「特にない」 と回答
した者の比率を見ると、日本が一.高 くなっていた。悩みや不安の内容を見ると、 日本では、
「『子供 に基本的な生活習慣(あ いさつ、規則正 しい食生活、整理 ・整頓など)が 身についてい




して、親は子 どもの しつけに関する悩みや不安は少ないようだが、悩みや不安をもつ親の多 く
が、子どもに基本的な生活習慣が身についていないことを感じているようである。
また、教育面では、「子供の進学や受験 のことが心配である」 は、アメリカ47.4%、 韓国
13.9%で 、 日本や韓国は、アメリカと比較 して低い。 さらに、子 どもをどの段階まで進学させ
たいかは、日本は 「大学まで」54.6%が 最 も多 く、子 どもの性別では、男の子をもつ親67.5%、
女の子をもつ親39.6%と27.9ポ イントの差が見られた。各国比較では、「大学まで」進学 させた
い親の比率は、アメリカ43.1%、 韓国39.1%で 、アメリカ及び韓国では、男女差は、それほど
み られない。また 「大学院まで」は、韓国45.1%、 アメリカ43.3%、 日本1.8%の 順になってお
り、「大学まで」進学 させたい親は、 日本がm多 いが、「大学院まで」は、 日本の場合、他国
と比較してかなり少ないという結果がみられた。
さらに、子どもの勉強時間(学 習塾での勉強時問含む)に ついては、日本では、「『1時 間く
らい』(33,1%)が 最も多 く、以下、『30分くらい』(32.3%)、 『2時 間くらい』(15.8%)な どの
順 となっている。子供の性別による大きな差はみ られない(18)」。また、年齢別では、日本は、
年齢が高 くなるほど長時間勉強する割合が高 くなり、13～15歳 では、「2時 間 くらい」以上勉
強する者の割合は42.8%だ った。
一方、国際比較調査による各国比較では、「2時 間くらい」以上勉強する者の割合は、韓国が
63.6%と 最 も高 く、以下、アメリカ41.4%、 日本23.2%の 順で、韓国では年齢の低いうちか ら
「2時間以上」勉強する者の割合が高 くなっていることが特徴的である。
この調査では、 日本は学歴偏重 ともいわれているが、1996年 の調査 とはいえ、他国と比較 し




また、子 どもが普段時間をかけている活動については、 日本では 「テレビを見る」が70.2%、








また、UFJ総 合研究所による家族 と子 どもの接触時間に関する調査では、「平 日では60%以 上














3.親 の態度 と子 どもの反応
親の意識が、どれだけ子ども達の態度(行 為)と して現れるのかは不確かである。けれ ども、





に分類 している。カナーの研究は、1970年 代にまとめられたものであるが、親の態度 と子 ども





さらに、牧田は、子 どもの安定した人格形成について 「愛情」「受容」「認容」の3条 件 をあ
げている。「すなわち、これを子 どもの側から言 うならば、愛情 とは 『自分は好かれている』こ
とであり、受容とは 『自分は相手にされている』『受け入れられている』といった意味であり、
認容 とは 『自分が良い子だと認められている』 という意味である。この3条 件が満たされるな
らば、子どもに知的あるいは身体的問題が多少存在 していても、比較的安定 した人格形成がな
されると思われる(22)」。牧田の言う3条 件は、子どものセルフエスティ`.ム(自 尊感情)を 発
達 させ るものと思われる。自尊感情が良好に育成されると、子どもは自ら課題を解決する力を













れるが、精神 と身体が連関しているように、繰 り返 しの刺激による習慣化は、精神のみではな
く、脳になんらかの影響 を与えているのか も知れない。いずれにせよ、養育環境 と子 どもの情
緒には連関性が認められてお り、子 どもが育てられ、最初に教育される場である家庭 における
親の意識は、子 どもにとっても大きな影響をもたらすものと考える。だか らこそ、親が子 ども
の情緒を理解 し、子 どもを尊重 しなが ら子育てが行われるよう、また親が自ら、子 どもの個性
に合わせて、子育ての方法を見出し、選択 していけるような、子育てへの自信が確立していけ
るような援助を考えていかなければいけないと思う。





される。家庭にはプライベー トな領域があり、学校や地域は公共の場 という領域 をもつが、そ
れぞれが独 自の子 どもへの養育 ・教育部分をもちつつも、適正で適度な距離感 を保ちながら、
良好な相互関係をもち、同じ方向性で、連携をとるといったことが望ましい。
しか しなが ら、家庭、学校、地域の連携 となると連携部分の調整は、非常に困難な状況にも
ある。このような状況の要因については、家庭、学校、地域社会の教育力 自体が弱体化 してい
ること、家庭、学校、地域社会の関係が希薄であること、 どこから連携を結んでい くかという
ことも含め、連携の体系や方法が曖昧で、イメージ化 しにくく具体的な実践 に結びつきに くい











健診支援一時預か り事業(い わゆる 「病後児保育」)の 実施。③育児支援家庭訪問事業 として、
出産後の養育者を対象 とした家庭訪問による支援の取組みを強化する 厂育児支援家庭訪問事業」
の創設。④子育て支援基盤整備事業として、子育て相談支援、子育て短期預か り支援、居宅子


















最近では、過去の事件などの影響もあ り、多 くの小学校では、prA有 志により、「パ トロール
中」のプレー トを自転車などに設置するといった地域啓発 も行われてお り、必要性に迫 られた
結果とはいえ、少しずつ連携意識が芽生えてきているように思われる。
また、保育所 ・幼稚園については、最近、幼 ・保一貫制をとるところも増えてきているが、
働 く母親が多 くなったことや、閉塞的な専業主婦 に対 しても、待機児童対策や入所用件、そ し
て入所時期など柔軟な対応が必要であるだろうし、社会的に価値が多様化 し、親の子育ての意




対応が望 まれ、家庭 と学校または地域 との連携にむけての取組も必要だろう。
学校5日 制の導入や、子 どもの遊び場が少ないこと等に対する対策 としては、児童館 など放
課後子 ども同士で遊べる場所や、学童保育(学 校の余裕教室)な どがある。
さらに、親自身が前向きに主体的に解決 していこうとする意思や自律心を養 うための教育 と






ること、家族が愛情の絆で結ばれ、互いに協力 し助け合 って、夫婦で子育てをしてい くという
意識が子育ての基盤 となると思われる。そして、エリクソンが指摘するように、人生の中にお
ける課題の中で子 どもの発達課題 と親の課題が連続 しているように、それぞれの課題達成にむ
けて、さらに家族成員の包括的な自己発達への生涯学習意識が望まれる。







みを共有 し、ア ドバイス した り、 コミュニケーションできる子育て仲問の交流の場や、 または
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